令和　　年　　月　　日様式４－Ａ

（あて先）地域一体となった観光産業効率化支援事業事務局　宛
申請者（共同事業体の代表団体）
共同事業体名または代表団体名

所在地
代表　
代表者の氏名　　　　　　　　　　㊞
共 同 事 業 体 構 成 書 兼 委 任 状
　地域一体となった観光産業の効率化支援事業（以下、本補助事業）を申請するため、公募要項に基づき共同事業体を結成し、本補助事業事務局との間における下記事項に関する権限を代表団体に委任して申請します。なお、本補助事業に採択された場合は、共同事業体で合意した取り組み内容や本補助事業にて取得する財産の所有権に承諾いたします。当共同事業体が負担する債務の履行等に関して詳細な協定を取り交わしたうえで、連帯して責任を負います。

	共同事業体（申請主体）の名称
	

	共同事業体（申請主体）の所在地
	

	共同事業体（申請主体）の代表団体（受任者）
	
	共同事業体の構成員（委任者）

	所在地
	
	
	所在地
	

	代表電話番号
	
	
	代表電話番号
	

	団体名
	
	
	団体名
	

	代表者氏名
	
	㊞
	
	代表者氏名
	
	㊞

	共同事業体の構成員（委任者）
	
	共同事業体の構成員（委任者）

	所在地
	
	
	所在地
	

	代表電話番号
	
	
	代表電話番号
	

	団体名
	
	
	団体名
	

	代表者氏名
	
	㊞
	
	代表者氏名
	
	㊞

	共同事業体の成立、解散の時期及び委任期間
	　令和　　年　　月　　日から本補助事業終了後６ヶ月を経過する日まで。ただし、当共同事業体の申請する事業が採択とならなかった場合は、この通りではない。
また、当共同事業体の構成員の脱退又は除名については、事前に事務局の認がなければこれを行うことができません。

	共同事業体の代表団体の権限
	１　本補助事業の公募申請に関する件

	
	２　採択後の事務局との進捗管理に関する件

	
	３　本補助事業の補助金申請に関する件

	
	４　その他本補助事業に関する件

	その他
	１　本構成書に基づく権利義務は他人に譲渡いたしません。

	
	２　本構成書に定めのない事項については、構成員全員により協議することします。


※共同事業体の構成員が４以上となる場合はこの様式に準じて構成員欄を増やして作成してください。
※事務所を新たに設けない場合は、共同事業体の所在地住所の最後に「（代表団体名）内」と記載してください。

令和 　　年　　月　　日様式４－Ｂ

共同事業体名または代表団体名　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

合意内容及び取得財産の所有権に関して

共同事業体が本補助事業の申請に際し、構成員との合意した内容と取得する財産の所有権について記入してください。

	1 本補助事業申請に際して合意した内容
※今後のグループ内での意思決定の方法やリスク分担についての基本的な考え方等も踏まえて記載してください
2 本補助事業で取得予定の財産の所有権について
※すべての取得財産の所有権を明確に提示してください

	


















































































※本様式は、Ａ４判３枚以内としてください。
※文字のフォントは、「BIZ UD明朝 Medium 11ポイント以上」で入力してください。
